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【Abstract】

This paper analyzed the effect of an increase in the number of people infected with COVID-19 on retail 

sales by region and at the time of observation by using our own hierarchical Bayesian model. Five 

business categories, department stores / supermarkets, convenience stores, large electronics specialty 

stores, drug stores, and home centers, were taken up as targets for retail sales analysis, and the impact of 

an increase in the number of people infected with COVID-19 on sales was analyzed. As a result, it was 

found that the increase in the number of people infected with COVID-19 had almost a negative effect on 

the sales of department stores / supermarkets and convenience stores. On the other hand, in large 

electronics specialty stores and home centers, the impact of the increase in the number of COVID-19 

cases on sales was negative at the beginning of the spread of the disease, but became positive in most 

areas after May 2020. This is because the time spent at home increased due to the provision of subsidies 

based on the COVID-19 pandemic policy, the continuation of monetary easing policy, the issuance of state 

of emergency and the issuance of measures to prevent the spread, and the so-called nesting demand 

increased. On the other hand, for drugstores, the impact of an increase in the number of people infected 

with COVID-19 on sales was positive in almost all regions. In this way, this paper had constructed a 

hierarchical Bayesian model and analyzed the impact of an increase in the number of people infected with 

COVID-19 on retail sales by region and observation time and even business type.
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1.　は じ め に

　2020 年 1 月以降，新型コロナウイルス（以下
では，COVID-19）の感染が世界中に拡大し，社
会に大きな影響を与えている。一時は，世界的に
都市封鎖が実施され，各国経済へ打撃を与えるだ
けではなく国際間の物流，人流が抑制され，世界
経済にも影を落とした。わが国も例外ではなく，
4 回に渡る緊急事態宣言の下で社会経済は，疲弊
を続けている。そのような中で，テレワークやオ
ンライン授業など情報ネットワークを活用した新
たな社会経済活動の試みも広がり，これまでの社
会秩序の変革も進みつつある。
　2021 年 9 月現在，米国や欧州各国をはじめと
した先進国では，新型コロナワクチンの接種が進

み，感染状況は改善し，ポストコロナへと新たな
社会の歩みを模索している（Fig.1.1.，Fig1.2.）。
しかし，新型コロナワクチンの接種が進んでいな
い途上国では，依然として感染拡大に歯止めがか
からない状況が散見される。一方，COVID-19
の変異種が次々と出現し，特にデルタ株の感染拡
大によりわが国では 2021 年 7 月以降，感染者数
が急増した。度重なる緊急事態宣言やまん延防止
等重点措置によって，様々な社会生活は制限され
人流の抑制が押し進められた。その結果として，
国内経済は 2020 年第二四半期の GDP に見られ
るように，一時は大きく落ち込んだ（Fig.1.3.）。
　しかし，政府，日銀による大規模な金融緩和政
策や特別定額給付金，新型コロナウイルス感染症
対応休業支援金・給付金，雇用調整助成金など多
様な支援政策が進められた結果，マネタリーベー
スは 2020 年 4 月以降，急拡大を続け経済の下支
えとなっている。国内の GDP は 2020 年第三四
半 期 以 降， 緩 や か に 回 復 傾 向 を 示 し て い る

（Fig.1.3.）。また，日経平均株価は，いわゆるバ
ブル経済崩壊後の最高値をつけて，一時は 3 万円
を上回ってきた。
　このような状況の中で，COVID-19 が経済に
与えた影響がどのようなものであったのか客観的
に検証することが必要であろう。本稿では，

Fig.1.1.　COVID-19_New_cases

（注）世界および日本の 1 日の新規感染者数。単位：人，2021
年 8 月 27 日時点のデータで作成。“WHO-COVID-19-
global-data” から独自のプログラムで集計して作成。

Fig.1.2.　COVID-19_Cumulative_cases

（注）世界および日本の累積感染者数。単位：万人，2021 年 8
月 27 日 時 点 の デ ー タ で 作 成。“WHO-COVID-19-
global-data” から独自のプログラムで集計して作成。

Fig.1.3.　COVID-19_New_cases-GDP_jp

（注）内閣府経済社会総合研究所，国民経済計算，国内総生産，
名目季節調整系列（単位：兆円）。小売販売額は，経済産
業省商業動態統計より作成（単位：億円）。内閣府経済社
会総合研究所，国民経済計算，国内総生産，名目季節調整
系列 2021 年第二四半期までのデータを使用した。日本の
新規感染者数。単位：人，2021 年 8 月 27 日時点のデータ
で作成。“WHO-COVID-19-global-data” から独自のプロ
グラムで集計して作成。
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COVID-19 がわが国の経済に与えた影響について，
経済産業省が公表している商業動態統計のデータ
を用いて分析を試みた。

1.1.　社会活動の制約と巣篭もり需要
　わが国では 2020 年 3 月以降，COVID-19 のパ
ンデミックとともに，緊急事態宣言やまん延防止
等重点措置が相次いで発出され，人流抑制のため
に様々な社会経済活動が制限されている。このた
めグループでの会食や国内旅行，海外旅行などが
自粛され，飲食業，宿泊業，鉄道業や航空業は大
きな打撃を受けている。一方で，テレワークの機
会が増加したことによって在宅時間は増加し，い
わゆる巣篭もり需要が拡大している。つまり，自
宅での少し贅沢な食事，オンデマンドによる映画
視聴，健康器具，PC やテレビをはじめとした電
気製品の需要が高まっている。Fig.1.3. に示すよ
うに，2020 年 3 月以降，小売販売額は，上昇下
降の変動は見られるものの概ね横バイで推移して
いる。つまり，COVID-19 の影響により大きく
落ち込んでいる業種もあれば好調な業種もある。
　本稿では，このような COVID-19 の経済への
影響を商業動態統計のデータを用いて分析する。
具体的には，同統計の月次報告書で公表している
百貨店・スーパー，コンビニエンスストア，家電，
ドラッグストア，ホームセンターの業態別販売額
のデータにより業態ごとの COVID-19 の影響を
分析する。

1.2.　COVID-19 のデータについて
　COVID-19 のデータは，WHO（World Health 
Organization，以下では WHO）から国際的な
データを取得できる。COVID-19 の世界的な状
況の分析は，WHO のデータを用いる。一方，本
稿では COVID-19 の国内経済への影響を地域別
に分析することを目標にしている。
　そのため，国内の COVID-19 のデータについ
ては厚生労働省が日次で公表している新型コロナ
ウイルス感染症の国内発生動向のデータを 2020
年 1 月〜 2021 年 7 月分まで取得し，独自のプロ
グラムによって都道府県別に集計するとともに月

次の新規感染者数の総和を算出し，これを分析に
使用した。2021 年 9 月時点の世界の感染状況と
国内感染状況を Fig.1.1.，Fig1.2. に示す。

2.　分析の方法

2.1.　小売り販売額のデータ
　本稿では，COVID-19 の新規感染者数が，消
費者を対象とした小売りの販売額に与える影響を
分析する。小売販売額のデータとして，ここでは
経済産業省が月次で公表している商業動態統計の
都道府県別，業態別の月次データを使用する。
　分析の前に以下のように分析データを整理する。
まず，商業動態統計の都道府県別，月次の業態別
販売額を見ると，沖縄県など複数の地域で百貨店，
ドラッグストア，ホームセンターなどのデータの
一部が欠落している。このため，データの欠落が
多い百貨店については，百貨店単独での分析は困
難なためデータが全て揃っている百貨店・スー
パーの合計値を用いて分析した。また，ドラッグ
ストア，ホームセンターなどは，データが欠落す
る月については，分析から除外することにした。
今回の分析では，本稿執筆時点で取得できる
2021 年 8 月の商業動態統計に掲載されている
2020 年 1 月から 2021 年 6 月の 18 ヶ月間を分析
期間としたが，データが欠落している 3 ヶ月を除
外して，実際には分析期間は15ヶ月間となった1）。
　一方，COVID-19 のデータについては，日次
のデータから月次のデータに変換し，月次の新規
感染者数のデータを作成した。ただし，青森県や
岩手県などでは，2020 年前半は，ほとんど新規
感染者がいなかったためデータの数値が小さく対
数を取り分析することが困難なため 2），都道府県
別での分析は諦めて，全国，北海道，東北，関東，
北陸，東海，関西，中国，四国，九州，沖縄，さ
らに首都圏，京阪神，中京の 14 の地域にデータ
を集約して分析を行うこととした。ここで，東北
は，青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島とし，
関東は，群馬，栃木，茨城，埼玉，東京，千葉，
神奈川とした。北陸は，新潟，富山，石川，福井，
東海は，山梨，長野，岐阜，愛知，三重，静岡，
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関西は，滋賀，奈良，京都，大阪，兵庫，和歌山，
中国は，岡山，広島，山口，鳥取，島根，四国は，
徳島，香川，愛媛，高知，九州は，福岡，佐賀，
長崎，大分，宮崎，熊本，鹿児島，なお沖縄は九
州とは地域的な特性が異なると判断して別とした。
　さらに，COVID-19 のパンデミックが顕著で
あった都市部の影響を分析するために，首都圏と
して，東京，神奈川，埼玉，千葉を設定した。同
様に，京阪神として，京都，大阪，兵庫，中京と
して三重，愛知，岐阜を設定した。なお，日本全
国を上記のように 14 地域に分割した後，各地域
ごとの人口を算出して 3），COVID-19 の新規感染
者数，商業動態統計の販売額のデータを人口で除
すことにより人口 100 万人当たりのデータに変換
した 4）。このように日本全国を 14 地域に分割し
て，それぞれの地域において人口 100 万人当たり
のデータを算出した。さらに，総務省が公表して
いる 2020 年基準全国の消費者物価指数をデフ
レータとして商業動態統計の販売額のデータを実
質化しておく。このように前処理を行ったデータ
により，COVID-19 の新規感染者数と業態別販
売額との相関を分析した。

2.2.　データの概観
　本稿では，国内の都道府県別の COVID-19 の
月次の新規感染者数と商業動態統計の業態別販売
額の相関をベイズ統計を用いた階層ベイズモデル

によって，地域別，時間別に分析する。特に，地
域の特性によって COVID-19 が業態別販売額へ
与える影響が異なるのかを検証する。他方，2020
年春から 2021 年秋口にかけて時系列で観測した
時に，COVID-19 が小売販売額へ与える影響が，
観測した時点によって，どのように変化したのか
分析していく。
　まず，前節で前処理を行ったデータを確認して
みる。Fig.1.4.，Fig1.5. に全国の COVID-19 の月
間新規感染者数と商業動態統計の業態別販売額の
推移を示す。COVID-19 の月間新規感染者数は，
何回かの波を繰り返して増加と減少を繰り返して
いたことが窺える。一方，業態別販売額の推移は，
2020 年後半から緩やかに増加に転じていること
が分かる。

2.3.　分析モデルの構築
　本稿では，独自の階層ベイズモデルを構築して
COVID-19 が小売り販売額へ与える影響を分析
した。階層ベイズモデルでは，ベイズの定理によ
りモデルのパラメータ推定を行う。従来からの伝
統的な統計学で行ってきた推定とは異なり，パラ
メータの事前分布を与えて，事前分布と尤度の確
率分布の計算からパラメータの事後分布を求めて
いく。つまり，伝統的な統計学では，点推定によ
りパラメータを定数としていたのに対して，ベイ
ズ統計による推定では，パラメータを確率分布と

Fig.1.4.　COVID-19_Monthly number of new cases Fig.1.5.　Retail sales

（注）単位：月間百万人あたりの新規感染者数。厚生労働省「地
域ごとの感染状況等の公表について」都道府県別・確定患
者数の累計（8 月 27 日までのデータ）から独自のプログ
ラムで作成した。

（注）経済産業省　商業動態統計より作成した。単位：億円　左
軸：百貨店・スーパー（Hyakkaten+Super）の合計，右
軸：コンビニ（Conbini），家電大型専門店（Kaden），ド
ラッグストア（Drag），ホームセンター（Home）。
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する。
　ここで，COVID-19 の新規感染者数と百貨店・
スーパーの販売額の両方のデータの対数を取り，
相関を示したものが Fig.2.1. である。なお，ここ
では全国のデータを使用した。Fig.2.1. から，そ
れぞれのデータの対数を取ると両データ間の関係
性が直線で表現できそうである。
　すると，COVID-19 の新規感染者数 C と業態
別販売額 S の関係式は，2.1 式のように表現可能
である。2.1 式から S と C の関係は 2.2 式のよう
になる。ここで，μ1，μ2は，誤差項である。

　　log［S］ = log［a］ + b ∙ log［C］ +μ1 … （2.1）

　　S = a ∙Cb + μ2 … （2.2）

　　log［a］ = log［a0］ + log［ak］ + log［al］ … （2.5）

　　b = b0 + bk + bl … （2.6）

　　log［a］ = log［a（n×t）］ =  log［a0］ + log［akn］  

+ log［alt］ … （2.7）

　　b = b（n×t） = b0 + bkn + blt … （2.8）

　　log［akn］ = s_akn

　　 s.t.　s_ak ~ Normal（0, σ2
s_ak） … （2.9）

　　log［alt］ =  log［al t-1］ + s_al

　　 s.t.　s_al ~ Normal（0, σ2
s_al） … （2.10）

　　bkn = s_bk

　　 s.t.　s_bk ~ Normal（0, σ2
s_bk） … （2.11）

　　blt =  blt-1	+ s_bl

　　 s.t.　s_bl ~ Normal（0, σ2
s_bl） … （2.12） 

log［S］ = log［a］ + b ∙ log［Ct］ … （2.13） 

log［St］ ~ Normal（log［S］ , σ2
t） … （2.14）

　　 S：業態別販売額（月間）　C：COVID-19 の
新規感染者数（月間）　μ1，μ2：誤差項，そ
れぞれの添付の t は観測時点，n は観測地域
を示す。

　2.1 式の両辺を C で偏微分すれば，2.3 式となり，
パラメータ b は，2.4 式で示すように C の S に対
する弾力性になる。ここで，2.1 式の切片である
log［a］は，定数項であり 2.1 式の水準成分である
が，本稿では，異なる観測時点，異なる観測地域
で変動するものとする。すなわち，時間的な経過
によって様々な環境変化が発生して水準成分は変
動するであろうし，異なる地域であれば地域特性
の影響を受けて水準成分も変動すると考える。こ
こで，水準成分 log［a］の内，異なる地域で変動
する成分を log［ak］とし，時間によって変動する
成分を log［al］とすると，水準成分 log［a］は，2.5
式 の よ う に 固 定 成 分 の log［a0］に log［ak］と
log［al］を加えたものになる。同様に，log［C］の
パラメータである b も異なる地域で変動する成分
を bk とし，時間によって変動する成分を bl とす
ると，パラメータ b は 2.6 式のように固定成分 b0
に bk と bl を加えたものになる。
　このように本稿で用いる階層ベイズモデルは，
状態空間モデルの一つである時変係数モデルを地
域別の影響を計測できるように拡張して独自に構
築したものである。つまり，異なる時点でのパラ
メータの変動を考慮した時変係数モデルに地域ご
との特性によるパラメータの変動を含めて拡張し
たモデルとなっている。なお，2.7 式以降の添字

1
S

∙ =
∂S
∂C

b ∙
1
C

… （2.3）

∴ b = … （2.4）
∂S
S

∂C
C

（注）百貨店・スーパーの販売額（全国）と COVID-19 の新規
感染者数（全国）のそれぞれの対数をとった後プロットし
た。直線で近似できそうである。

Fig.2.1.　 Correlation diagram between sales amount and 
new cases of COVID-19
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n は観測地域 n を，同様に添字 t は観測時点 t を
表す。つまり，2.7 式，2.8 式，2.9 式，2.11 式から，
業態別販売額は観測地域ごとに，パラメータ
log［a］, b にそれぞれ確率的な変動分が加わるこ
とで地域ごとの特性の影響を受けることになる。
同様に，2.7 式，2.8 式，2.10 式，2.12 式から観測
時点 t における業態別販売額は，一期前の観測時
点（t-1）のデータの影響を受ける。このように
切片である水準成分のパラメータ log［a］および
説明変数 C のパラメータ b は，時間による変動
分と地域ごとの変動分をそれぞれ含んでいるから，
それぞれの変動分を検証することで，COVID-19
の新規感染者数が業態別販売額へ与える影響を，
観測時点別，観測地域別に詳細に検証することが
できるのである。
　2.7 式の通り，水準成分 log［a］は，固定成分で
ある log［a0］と観測地域 n ごとにそれぞれ異なる
値を持つベクトル log［akn］および観測時点 t ごと
にそれぞれ異なる値を持つベクトル log［alt］の和
であるから，log［a］は 2.7 式の通り観測地域 n，
観測時点 t で変動するベクトル log［at×n］である。
したがって，観測時点 t，観測地域 n ごとに，
log［akn］ と log［alt］の値を求めて標準偏差などを
算出すれば，観測時点，観測地域ごとの特性によ
る影響を検証できる。
　パラメータ bk は，観測地域 n ごとにそれぞれ
異なる値を持つベクトル bknであり，bl は観測時
点 t ごとにそれぞれ異なる値を持つベクトル blt
である。つまり，パラメータ b は，2.8 式の通り，
観測地域 n，観測時点 t によって変動するベクト
ル bt×n となる。したがって，bkn, blt の観測時点，
観測地域ごとの値と標準偏差などを計測すれば，
観測時点，観測地域ごとの COVID-19 の新規感
染者数の影響を検証することができる。
　なお，状態空間モデルとして，2.5 式〜 2.13 式
が状態方程式であり，2.14 式が観測方程式となる。
つまり，2.13 式の状態方程式によって求められた
S に確率的な変動分が加味されて，観測値 St が
得られる。ここで，St は，観測時点 t における業
態別販売額である。一方，Ct は，観測時点にお
ける COVID-19 の月間の新規感染者数である。

3.　分析の実行と結果

3.1.　分析モデルの解法
　COVID-19 の新規感染者数および商業動態統
計の業態別販売額のデータから，前節で説明した
モデルの各パラメータを推計するには，ベイズの
定理によって，設定したパラメータの事前分布か
ら事後分布を求める必要がある。実際には，事前
分布と尤度の確率分布から求めた複雑な事後分布
の積分計算が必要であり，極めて困難な作業であ
る。
　しかし近年は，事後分布を求めるために複雑な
形状の積分計算を行うのではなく，事後分布に従
う乱数をマルコフ連鎖モンテカルロ法（Markov 
Chain Monte Carlo：MCMC，以下では MCMC）
を用いて生成することが行われている。MCMC
法で生成されたパラメータの事後分布に従う乱数
の平均値を算出してパラメータの点推定も可能で
ある。もちろんパラメータの確率分布も生成でき
る。本稿で構築したモデルのパラメータ推定にお
いても，MCMC 法を用いている。
　実際のモデルに MCMC 法を実装するためには，
事後分布を表現する数式を導出して，そのアルゴ
リズムをプログラミングによってコンピュータで
計算できるようにする必要がある。このプロセス
を支援するためのツールとして確率的プログラミ
ング言語（Probabilistic Programming Language）
がある。確率的プログラミング言語には，多様な
確率分布や尤度の計算のための関数群が多数用意
されており，前述のプロセスを強力に支援する。
　本稿では，確率的プログラミング言語として
Stan5）を使用した。実際には，python 上で Stan
を使用するインターフェイスである pystan を使
用して Stan によるプログラミングと計算を行っ
た。Stan は，推定計算のアルゴリズムに MCMC
法の一つである HMC（Hamiltonian Monte Carlo，
以下では HMC）の実装として，NUTS（No-U-
Turn Sampler，以下では NUTS）を使用してい
る。NUTS は，多数のパラメータでも効率的に
サンプリングできることに特徴があり，MCMC
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が収束するまでの時間が短縮できる。
　2.5 式から 2.14 式のモデルを Stan で実装して，
前述した COVID-19 の新規感染者数および業態
別販売額のデータから，モデルのパラメータ推定
の計算を行った。なお，パラメータ推定に必要な
事前分布は，事前に仮定することができないため，
無情報事前分布 6）を用いている。また MCMC 法
の実行に必要な設定は次の通りである。
　繰り返し数（iter）7）：2 万回
　バーイン期間（warmup）8）：2000 回
　間引き（thin）9）：設定なし
　チェーン（chains）10）：4
　今回の試行では，繰り返し回数を多く設定した
ため，7 万 2000 個の乱数を得ることができた 11）。

各業態ごとにこの作業を行ったため多数のパラ
メータのサンプリング結果が得られたが，その一
例として，コンビニエンスストアの全国のデータ
による 2021 年 6 月のパラメータ b と，家電大型
専門店の全国のデータによる 2021 年 6 月の同じ
くパラメータ b のサンプリング結果を，Fig.3.1.，
Fig.3.2. に示す。
　分析結果の検証については次節で行う。

3.2.　分析結果の概要
　前節で説明した通り，本稿で構築したモデルを
Stan のプログラムで実装し，COVID-19 の新規
感染者数および商業動態統計の業態別販売額の
データを適用して，モデルのパラメータを推計し

Fig.3.1.　コンビニエンスストアを分析対象
データ：（地域：全国），2021 年 6 月のパラメータ b のサンプリング

（注）Stan を使用して独自の階層ベイズモデルを MCMC 法によってサンプリングした結
果の一部である。

Fig.3.2.　家電大型専門店を分析対象
データ：（地域：全国），2021 年 6 月のパラメータ b のサンプリング

（注）Stan を使用して独自の階層ベイズモデルを MCMC 法によってサンプリングした結
果の一部である。

〔回数〕

〔回数〕
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Table.3.1.　小売業態別のパラメータ推定結果（全ての地域，全ての観測時間における確率分布の平均値）

パラメータ 百貨店・スーパー コンビニエンスストア 家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター
log_a 9.4300 8.9446 7.9258 8.3745 7.6900

b ▲0.0002 ▲0.0061 0.0025 0.0040 0.0094

log_a：切片（水準成分），b：b = b0 + bk + bl，COVID-19 の感染者数増加による小売販売額の弾力性。

Table.3.2.　百貨店・スーパー（売上高）のパラメータ推定結果（確率分布の平均値）

log_ak
log_ak［n］　n_max=14

log_al
log_al［t］　t_max=15

bk
bk［n］　n_max=14

bl
bl［t］　t_max=15

s_ak
（標準偏差） 0.170 s_al

（標準偏差） 0.050 s_bk
（標準偏差） 0.0018 s_bl

（標準偏差） 0.0200

全国 log_ak［1］ 0.0055 2020/3 log_al［1］ 2.0332 全国 bk［1］ ▲0.0002 2020/3 bl［1］ 1.2077
北海道 log_ak［2］ 0.1808 2020/4 log_al［2］ 1.9991 北海道 bk［2］ ▲0.0003 2020/4 bl［2］ 1.1754
東北 log_ak［3］ ▲0.0192 2020/5 log_al［3］ 2.0070 東北 bk［3］ ▲0.0006 2020/5 bl［3］ 1.1808
関東 log_ak［4］ 0.1098 2020/7 log_al［4］ 2.0545 関東 bk［4］ 0.0001 2020/7 bl［4］ 1.2151
北陸 log_ak［5］ ▲0.0345 2020/8 log_al［5］ 2.0704 北陸 bk［5］ 0.0008 2020/8 bl［5］ 1.2111
東海 log_ak［6］ ▲0.0093 2020/9 log_al［6］ 2.0349 東海 bk［6］ 0.0001 2020/9 bl［6］ 1.2023
関西 log_ak［7］ 0.0421 2020/10 log_al［7］ 2.0446 関西 bk［7］ ▲0.0001 2020/10 bl［7］ 1.2084
中国 log_ak［8］ ▲0.1762 2020/11 log_al［8］ 2.0487 中国 bk［8］ 0.0003 2020/11 bl［8］ 1.2128
四国 log_ak［9］ ▲0.0479 2020/12 log_al［9］ 2.0869 四国 bk［9］ ▲0.0009 2020/12 bl［9］ 1.2423
九州 log_ak［10］ ▲0.4343 2021/1 log_al［10］ 2.0283 九州 bk［10］ 0.0003 2021/1 bl［10］ 1.2109
沖縄 log_ak［11］ ▲0.1203 2021/2 log_al［11］ 1.9897 沖縄 bk［11］ 0.0002 2021/2 bl［11］ 1.2024

首都圏 log_ak［12］ 0.1329 2021/3 log_al［12］ 2.0233 首都圏 bk［12］ 0.0001 2021/3 bl［12］ 1.2152
京阪神 log_ak［13］ 0.0415 2021/4 log_al［13］ 2.0242 京阪神 bk［13］ ▲0.0000 2021/4 bl［13］ 1.2052
中京 log_ak［14］ 0.0956 2021/5 log_al［14］ 2.0401 中京 bk［14］ 0.0004 2021/5 bl［14］ 1.2019

2021/6 log_al［15］ 2.0417 2021/6 bl［15］ 1.2088

（注）log_ak，bk は地域で変動するパラメータ，log_al，bl は時間で変動するパラメータ。t：観測時点の時間，n：観測地域

Table.3.3.　コンビニエンスストア（売上高）のパラメータ推定結果（確率分布の平均値）

log_ak
log_ak［n］　n_max=14

log_al
log_al［t］　t_max=15

bk
bk［n］　n_max=14

bl
bl［t］　t_max=15

s_ak
（標準偏差） 0.120 s_al

（標準偏差） 0.060 s_bk
（標準偏差） 0.0056 s_bl

（標準偏差） 0.0042

全国 log_ak［1］ 0.0413 2020/3 log_al［1］ ▲2.6897 全国 bk［1］ ▲0.0014 2020/3 bl［1］ 2.6117
北海道 log_ak［2］ 0.2086 2020/4 log_al［2］ ▲2.7450 北海道 bk［2］ ▲0.0048 2020/4 bl［2］ 2.6118
東北 log_ak［3］ 0.0237 2020/5 log_al［3］ ▲2.7243 東北 bk［3］ ▲0.0015 2020/5 bl［3］ 2.6137
関東 log_ak［4］ 0.1377 2020/7 log_al［4］ ▲2.6355 関東 bk［4］ ▲0.0027 2020/7 bl［4］ 2.6127
北陸 log_ak［5］ ▲0.1123 2020/8 log_al［5］ ▲2.5808 北陸 bk［5］ 0.0001 2020/8 bl［5］ 2.6099
東海 log_ak［6］ 0.0273 2020/9 log_al［6］ ▲2.6304 東海 bk［6］ ▲0.0012 2020/9 bl［6］ 2.6103
関西 log_ak［7］ ▲0.0849 2020/10 log_al［7］ ▲2.6263 関西 bk［7］ ▲0.0014 2020/10 bl［7］ 2.6129
中国 log_ak［8］ ▲0.0468 2020/11 log_al［8］ ▲2.6359 中国 bk［8］ 0.0024 2020/11 bl［8］ 2.6121
四国 log_ak［9］ ▲0.1814 2020/12 log_al［9］ ▲2.5944 四国 bk［9］ 0.0016 2020/12 bl［9］ 2.6144
九州 log_ak［10］ ▲0.0059 2021/1 log_al［10］ ▲2.6890 九州 bk［10］ 0.0024 2021/1 bl［10］ 2.6141
沖縄 log_ak［11］ ▲0.0160 2021/2 log_al［11］ ▲2.7560 沖縄 bk［11］ 0.0122 2021/2 bl［11］ 2.6136

首都圏 log_ak［12］ 0.1377 2021/3 log_al［12］ ▲2.6688 首都圏 bk［12］ ▲0.0023 2021/3 bl［12］ 2.6176
京阪神 log_ak［13］ ▲0.0586 2021/4 log_al［13］ ▲2.6861 京阪神 bk［13］ ▲0.0022 2021/4 bl［13］ 2.6210
中京 log_ak［14］ 0.0026 2021/5 log_al［14］ ▲2.6750 中京 bk［14］ ▲0.0014 2021/5 bl［14］ 2.6198

2021/6 log_al［15］ ▲2.6650 2021/6 bl［15］ 2.6164

（注）log_ak，bk は地域で変動するパラメータ，log_al，bl は時間で変動するパラメータ。t：観測時点の時間，n：観測地域
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Table.3.4.　家電大型専門店（売上高）のパラメータ推定結果（確率分布の平均値）

log_ak
log_ak［n］　n_max=14

log_al
log_al［t］　t_max=15

bk
bk［n］　n_max=14

bl
bl［t］　t_max=15

s_ak
（標準偏差） 0.220 s_al

（標準偏差） 0.200 s_bk
（標準偏差） 0.0051 s_bl

（標準偏差） 0.0070

全国 log_ak［1］ 0.0981 2020/3 log_al［1］ 5.6225 全国 bk［1］ 0.0011 2020/3 bl［1］ ▲3.6464
北海道 log_ak［2］ ▲0.1717 2020/4 log_al［2］ 5.3812 北海道 bk［2］ 0.0014 2020/4 bl［2］ ▲3.6461
東北 log_ak［3］ ▲0.2329 2020/5 log_al［3］ 5.5960 東北 bk［3］ 0.0024 2020/5 bl［3］ ▲3.6457
関東 log_ak［4］ 0.2890 2020/7 log_al［4］ 5.7385 関東 bk［4］ 0.0034 2020/7 bl［4］ ▲3.6375
北陸 log_ak［5］ ▲0.0474 2020/8 log_al［5］ 5.7262 北陸 bk［5］ ▲0.0036 2020/8 bl［5］ ▲3.6371
東海 log_ak［6］ ▲0.0552 2020/9 log_al［6］ 5.5163 東海 bk［6］ ▲0.0004 2020/9 bl［6］ ▲3.6349
関西 log_ak［7］ 0.2104 2020/10 log_al［7］ 5.4342 関西 bk［7］ ▲0.0008 2020/10 bl［7］ ▲3.6343
中国 log_ak［8］ 0.0374 2020/11 log_al［8］ 5.5786 中国 bk［8］ ▲0.0008 2020/11 bl［8］ ▲3.6346
四国 log_ak［9］ ▲0.1756 2020/12 log_al［9］ 5.8366 四国 bk［9］ 0.0009 2020/12 bl［9］ ▲3.6346
九州 log_ak［10］ ▲0.1830 2021/1 log_al［10］ 5.6768 九州 bk［10］ 0.0012 2021/1 bl［10］ ▲3.6373
沖縄 log_ak［11］ ▲0.2627 2021/2 log_al［11］ 5.4872 沖縄 bk［11］ ▲0.0056 2021/2 bl［11］ ▲3.6398

首都圏 log_ak［12］ 0.2902 2021/3 log_al［12］ 5.7053 首都圏 bk［12］ 0.0032 2021/3 bl［12］ ▲3.6358
京阪神 log_ak［13］ 0.2483 2021/4 log_al［13］ 5.4454 京阪神 bk［13］ ▲0.0008 2021/4 bl［13］ ▲3.6330
中京 log_ak［14］ ▲0.0119 2021/5 log_al［14］ 5.5240 中京 bk［14］ ▲0.0008 2021/5 bl［14］ ▲3.6325

2021/6 log_al［15］ 5.5313 2021/6 bl［15］ ▲3.6324

（注）log_ak，bk は地域で変動するパラメータ，log_al，bl は時間で変動するパラメータ。t：観測時点の時間，n：観測地域

Table.3.5.　ドラッグストア（売上高）のパラメータ推定結果（確率分布の平均値）

log_ak
log_ak［n］　n_max=14

log_al
log_al［t］　t_max=15

bk
bk［n］　n_max=14

bl
bl［t］　t_max=15

s_ak
（標準偏差） 0.39 s_al

（標準偏差） 0.05 s_bk
（標準偏差） 0.0031 s_bl

（標準偏差） 0.0031

全国 log_ak［1］ 0.0818 2020/3 log_al［1］ 7.1566 全国 bk［1］ 0.0004 2020/3 bl［1］ 1.8759
北海道 log_ak［2］ 0.0164 2020/4 log_al［2］ 7.1811 北海道 bk［2］ ▲0.0010 2020/4 bl［2］ 1.8738
東北 log_ak［3］ 0.1101 2020/5 log_al［3］ 7.1709 東北 bk［3］ 0.0019 2020/5 bl［3］ 1.8729
関東 log_ak［4］ 0.1106 2020/7 log_al［4］ 7.1819 関東 bk［4］ 0.0007 2020/7 bl［4］ 1.8742
北陸 log_ak［5］ 0.3691 2020/8 log_al［5］ 7.2093 北陸 bk［5］ 0.0016 2020/8 bl［5］ 1.8734
東海 log_ak［6］ 0.2342 2020/9 log_al［6］ 7.1329 東海 bk［6］ ▲0.0003 2020/9 bl［6］ 1.8722
関西 log_ak［7］ ▲0.1426 2020/10 log_al［7］ 7.1203 関西 bk［7］ ▲0.0007 2020/10 bl［7］ 1.8730
中国 log_ak［8］ 0.0194 2020/11 log_al［8］ 7.1173 中国 bk［8］ ▲0.0004 2020/11 bl［8］ 1.8745
四国 log_ak［9］ 0.1332 2020/12 log_al［9］ 7.2034 四国 bk［9］ 0.0002 2020/12 bl［9］ 1.8773
九州 log_ak［10］ 0.0833 2021/1 log_al［10］ 7.1156 九州 bk［10］ ▲0.0048 2021/1 bl［10］ 1.8736
沖縄 log_ak［11］ ▲1.0872 2021/2 log_al［11］ 7.0746 沖縄 bk［11］ 0.0013 2021/2 bl［11］ 1.8729

首都圏 log_ak［12］ 0.0729 2021/3 log_al［12］ 7.1260 首都圏 bk［12］ 0.0002 2021/3 bl［12］ 1.8739
京阪神 log_ak［13］ ▲0.1510 2021/4 log_al［13］ 7.1531 京阪神 bk［13］ 0.0001 2021/4 bl［13］ 1.8743
中京 log_ak［14］ 0.2085 2021/5 log_al［14］ 7.1776 中京 bk［14］ ▲0.0006 2021/5 bl［14］ 1.8736

2021/6 log_al［15］ 7.1824 2021/6 bl［15］ 1.8731

（注）log_ak，bk は地域で変動するパラメータ，log_al，bl は時間で変動するパラメータ。t：観測時点の時間，n：観測地域
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た結果が，Table.3.1 〜 3.6，Fig.3.3 〜 3.10. である。
複数回試みたサンプリングの結果，Rhat12）の値
は，主なパラメータで概ね 1.1 以下であり収束し
ていることが確認できた。
　Table.3.1. には，百貨店・スーパー，コンビニ
エンスストア，家電大型専門店，ドラッグストア，
ホ ー ム セ ン タ ー の 水 準 成 分 で あ る log［a］と
COVID-19 の新規感染者数の業態別販売額に対
する弾力性である b の推計結果（全観測地域，全
観測時点の平均値）を示している。Table.3.2. 〜
3.6. は，商業動態統計の業態別販売額の内，
Table.3.2. は百貨店・スーパー，Table.3.3. はコン
ビニエンスストア，Table.3.4. は家電大型専門店，
Table.3.5. はドラッグストア，Table.3.6. はホーム
センターを分析対象とした場合のパラメータ bk, 
bl および log［ak］, log［al］の推定結果である。ま
た，Fig.3.3.，Fig.3.4. は，それぞれの業態におけ
る全国のデータから推定した log［a］, b の各観測
時点における変動，つまり時間による変動を示し
て い る。Fig.3.5. 〜 3.11. は，2020 年 4 月 時 点，
2020 年 11 月時点，2021 年 6 月時点での各業態別
の log［a］および b の観測地域による変動を示し
た も の で あ る。 こ こ で は，Table.3.1. 〜 3.6.，

Fig.3.3. 〜 3.10. の推定結果から，COVID-19 の新
規感染者数が，それぞれの業態別販売額に与える
影響を考察する。
　まず，Table.3.1. から COVID-19 の新規感染者
数の業態別販売額に対する弾力性であるパラメー
タ b（全観測地域，全観測時点の平均値）を検証
する。Table.3.1. から，百貨店・スーパー，コン
ビニエンスストアのパラメータ b の値はマイナス
値であり，COVID-19 の新規感染者数は，この 2
つの業態の販売額に対してはネガティブな影響を
与えていることが分かった。一方，家電大型専門
店とホームセンターの b の値はプラス値であり，
COVID-19 の新規感染者数は，この 2 つの業態
の販売額に対してはポジティブな影響を与えてい
る。ドラッグストアは，医薬品を取り扱うビジネ
スからも想定される通り，b の値はプラス値であ
り，COVID-19 の新規感染者数が，販売額に対
してポジティブな影響を与えていることが分かっ
た。Fig.3.3. から百貨店・スーパーのパラメータ
b の時間変動を見ると，2020 年 3 〜 4 月に大きく
マイナス値に落ち込んでいることが分かる。この
時期は，COVID-19 のパンデミックの影響から
最初の緊急事態宣言が発出され，百貨店やスー

Table.3.6.　ホームセンター（売上高）のパラメータ推定結果（確率分布の平均値）

log_ak
log_ak［n］　n_max=13

log_al
log_al［t］　t_max=16

bk
bk［n］　n_max=13

bl
bl［t］　t_max=16

s_ak
（標準偏差） 0.16 s_al

（標準偏差） 0.14 s_bk
（標準偏差） 0.0030 s_bl

（標準偏差） 0.0080

全国 log_ak［1］ ▲0.0038 2020/3 log_al［1］ 2.6828 全国 bk［1］ 0.0002 2020/3 bl［1］ ▲1.4418
北海道 log_ak［2］ ▲0.0336 2020/4 log_al［2］ 2.8128 北海道 bk［2］ 0.0003 2020/4 bl［2］ ▲1.4461
東北 log_ak［3］ 0.2876 2020/5 log_al［3］ 2.9263 東北 bk［3］ 0.0000 2020/5 bl［3］ ▲1.4448
関東 log_ak［4］ ▲0.0837 2020/6 log_al［4］ 2.8278 関東 bk［4］ 0.0013 2020/6 bl［4］ ▲1.4375
北陸 log_ak［5］ 0.1460 2020/7 log_al［5］ 2.7515 北陸 bk［5］ ▲0.0001 2020/7 bl［5］ ▲1.4321
東海 log_ak［6］ 0.1248 2020/8 log_al［6］ 2.7831 東海 bk［6］ 0.0002 2020/8 bl［6］ ▲1.4279
関西 log_ak［7］ ▲0.1271 2020/9 log_al［7］ 2.6402 関西 bk［7］ ▲0.0014 2020/9 bl［7］ ▲1.4298
中国 log_ak［8］ 0.1547 2020/10 log_al［8］ 2.6673 中国 bk［8］ 0.0002 2020/10 bl［8］ ▲1.4291
四国 log_ak［9］ ▲0.0253 2020/11 log_al［9］ 2.6366 四国 bk［9］ 0.0014 2020/11 bl［9］ ▲1.4241
九州 log_ak［10］ 0.0113 2020/12 log_al［10］ 2.7870 九州 bk［10］ ▲0.0024 2020/12 bl［10］ ▲1.4180

首都圏 log_ak［11］ ▲0.2402 2021/1 log_al［11］ 2.4934 首都圏 bk［11］ 0.0015 2021/1 bl［11］ ▲1.4212
京阪神 log_ak［12］ ▲0.1694 2021/2 log_al［12］ 2.4201 京阪神 bk［12］ ▲0.0013 2021/2 bl［12］ ▲1.4219
中京 log_ak［13］ ▲0.0145 2021/3 log_al［13］ 2.5970 中京 bk［13］ ▲0.0006 2021/3 bl［13］ ▲1.4241

2021/4 log_al［14］ 2.7089 2021/4 bl［14］ ▲1.4251
2021/5 log_al［15］ 2.7452 2021/5 bl［15］ ▲1.4224
2021/6 log_al［16］ 2.6408 2021/6 bl［16］ ▲1.4232

（注）log_ak，bk は地域で変動するパラメータ，log_al，bl は時間で変動するパラメータ。t：観測時点の時間，n：観測地域
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Fig.3.3.　Parameter b Time fluctuation Fig.3.4.　Parameter log_a Time fluctuation

Fig.3.5.　Fluctuation by location, 2020/04 Fig.3.6.　Fluctuation by location, 2020/04

Fig.3.7.　Fluctuation by location, 2020/11 Fig.3.8.　Fluctuation by location, 2020/11

Fig.3.9.　Fluctuation by location, 2021/06 Fig.3.10.　Fluctuation by location, 2021/06

（注）Fig.3.3，3.4. で DS（百貨店・スーパー），Conbini（コンビニエンスストア），Kaden（家電大型専門店），Drag（ドラッグ
ストア），Home（ホームセンター）である。
Fig.3.5. 〜 3.10. で横軸は観測地域を示す。横軸の番号と地域の対応は以下の通りである。
1：全国，2：北海道，3：東北，4：関東，5：北陸，6：東海，7：関西，8：中国，9：四国，10：九州，11：沖縄，12：首
都圏，13：京阪神，14：中京
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パーなどの大型店舗で休業が実施された時期であ
り，その影響がパラメータ b の値に反映されてい
ると考えられる。しかし，2020 年 11 月〜 2021
年 1 月頃に，百貨店・スーパーのパラメータ b が，
一時的に大きくプラス値に振れている。これは，
2020 年 10 月から開始された GoTo キャンペーン
の一時的な影響が出ているためと考えられる。同
キャンペーンは，2021 年 1 月には感染第 3 波の
影響で見直しが入っているが，Fig.3.3. から，百
貨店・スーパーのパラメータ b も同様に 2021 年
1 月以降再び落ち込んでいることが分かる。
　Fig.3.3. から家電大型専門店，ホームセンター
のパラメータ b は，2020 年 7 月以降にプラス値
に転換し，その後は緩やかにプラス値が拡大する
傾向であることが確認できる。Fig.3.5.，Fig.3.7.，
Fig.3.9. から地域間での変動を見ると，コンビニ
エンスストアのパラメータ b は，沖縄を除く地域
ではマイナス値であるが，沖縄はわずかなプラス
値であった。同様に家電大型専門店，ホームセン
ターのパラメータ b は，2020 年 11 月，2021 年 6
月とも関東，首都圏が他の地域より高いプラス値
である。つまり 2020 年 11 月，2021 年 6 月時点
では，COVID-19 の新規感染者数が家電大型専
門店，ホームセンターの販売額にポジティブな影
響を与えているが，その程度は関東，首都圏が他
の地域より高くなっている。

3.3.　業態別の分析結果の検証
　3.3.1　�百貨店・スーパーを対象とした分析結果
　Table.3.2. か ら 13）， 各 観 測 地 域 間 で の
COVID-19 の新規感染者数の影響の程度，各観
測時点における COVID-19 の新規感染者数の影
響の程度を検証する。Table.3.2. から百貨店・スー
パーの log_ak［n］，log_al［t］，bk［n］，bl［t］の値
と標準偏差を見ると，log_al［t］，bk［n］，bl［t］の
標準偏差は小さな数値であり，ほとんど変動がな
いことが分かる。一方，log_ak［n］は，標準偏差
が 0.17 と比較的大きな数値であり，地域間で
log_ak［n］の 値 に 若 干 の 変 動 が 見 ら れ る。
COVID-19 の新規感染者数の販売額に対する弾
力性であるパラメータ b は，b［t×n］のベクトル

であり，今回の分析では業態ごとに約 210 の要
素 14）があるため全ての推定結果の掲載は割愛し
た。ここでは，推定結果から検証できることを示
す。なお，一部の結果だけを抜粋して示したもの
が，Fig.3.3. 〜 3.10. である。
　Fig.3.3. 〜 3.10. から，百貨店・スーパーのパラ
メータ b は，2020 年 3 〜 5 月および 2021 年 2 〜
4 月において，全国をはじめ多くの地域でマイナ
ス値あるいはほぼ 0 に近い数値である。また，そ
れ以外の期間もマイナス値かほぼ 0 となっている
地 域 が 多 数 で あ る。 つ ま り こ の 期 間 は，
COVID-19 の新規感染者は，百貨店・スーパー
の販売額に対してネガティブな影響を与えていた
ことが分かる。ただし Fig.3.7. から，2020 年 11
月〜 2021 年 1 月は，全国をはじめほとんどの地
域 で 0.03 前 後 の プ ラ ス 値 と な っ て お り，
COVID-19 の新規感染者数が百貨店・スーパー
の販売額にポジティブな影響を与えていることが
分かった。
　先にも示したが，この期間は COVID-19 の感
染者数が落ち着きを見せていた時期であり，政府
や自治体が，「GoTo キャンペーン」の施策を進
めていた時期と一致する。その効果が分析結果に
反 映 さ れ て い る と 考 え ら れ る。 し か し
Table.3.1. に示す通り，全観測時点，全観測地域
のパラメータ b の平均値は，わずかなマイナス値
となっている。このことから，COVID-19 の新
規感染者数は，百貨店・スーパーの販売額に対し
ては，一部の期間を除いてネガティブな影響を与
えていたことが分かった。

　3.3.2　コンビニエンスストアの分析結果
　次に，Table.3.1.，Table.3.3.，Fig.3.3. 〜 3.10. か
ら，コンビニエンスストアの分析結果について検
証する。COVID-19 の新規感染者数のコンビニ
エンスストアの販売額に対する弾力性であるパラ
メータ b は，一部の例外の地域，期間を除きほぼ
全ての観測地域，観測時点でマイナスの値である。
例外として，沖縄が全ての期間でほぼ 0 に近いプ
ラスの数値となっている。
　Table.3.1. から，全観測地域，全観測時点の平
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均であるパラメータ b の値はマイナス 0.006 であ
り，COVID-19 の新規感染者数がコンビニエン
スストアの販売額に与える影響はネガティブであ
ることが確認できた。一方，Table.3.3. から，パ
ラメータ bk［n］, bl［t］の標準偏差は bk［n］＞ bl［t］
であり，Fig.3.3.，Fig.3.5.，Fig.3.7.，Fig.3.9. から，
沖縄や九州，四国，中国などで b の値が比較的高
くなるなど地域間での変動が確認できる。同様に，
水準成分であるパラメータ log_ak［n］，log_al［t］
の標準偏差はそれぞれ 0.12，0.06 であり，地域間
での変動が比較的大きい。

　3.3.3　家電大型専門店の分析結果
　次に，Table.3.1.，Table.3.4.，Fig.3.3. 〜 3.10. か
ら家電大型専門店の分析結果について検証する。
COVID-19 の新規感染者数に対する家電大型専
門店の販売額の弾力性であるパラメータ b は，全
ての地域で 2020 年 3 〜 5 月はマイナス値であっ
たが，2020 年 7 月〜 2021 年 6 月は，沖縄と北陸
を除くほぼ全ての地域でプラスの値に転じている。
また，分析期間の終点である 2021 年 6 月に近づ
くほど，パラメータ b の数値は大きくなる傾向で
ある。北陸も 2 ヶ月遅れて 2020 年 9 月以降はプ
ラスの値であり，沖縄も 2021 年 4 月以降はプラ
ス値に転じている。つまり COVID-19 の新規感
染者数による家電大型専門店の販売額への影響は，
2020 年 3 〜 5 月はネガティブであったが，その
後は一部の地域と期間を除いてポジティブとなり，
また直近に近づくに従いポジティブな影響が大き
くなっている。Table.3.1. から，全ての観測地域，
観測時点の平均である b の値は約 0.003 であり，
COVID-19 の新規感染者数が家電大型専門店の
販売額へ与える影響はポジティブであることが分
かった。
　これは，COVID-19 のパンデミックに対応し
た各種の助成金や金融緩和政策を通してマネタ
リーベースが増加し，加えて緊急事態宣言やまん
延防止等重点措置による在宅時間の増加によって，
いわゆる巣篭もり需要が拡大したことを示す結果
と考えられる。Table.3.4. から bk［n］，bl［t］の各
パラメータの標準偏差を見ると bk［n］＜ bl［t］で

あり，また Fig.3.3. から，b の値は時間経過とと
もに緩やかに高くなる傾向が見られる。つまり，
COVID-19 の新規感染者数が，家電大型専門店
の販売額へ与える影響は，当初のネガティブから
ポジティブな影響へと転じて，その影響は徐々に
大 き く な っ て い る。 ま た，Fig.3.5.，Fig.3.7，
Fig.3.9. から，b の値は関東，首都圏で高く，北陸，
沖縄で低い傾向が見られる。一方，パラメータ
log_ak［n］，log_al［t］の標準偏差はそれぞれ 0.22，
0.20 であり，水準成分については観測時点や観測
地域で若干の変動がみられる。

　3.3.4　ドラッグストアの分析結果
　Table.3.1.，Table.3.5.，Fig.3.3. 〜 3.10. から，ド
ラッグストアの分析結果について検証する。
COVID-19 の新規感染者数のドラッグストアの
販売額に対する弾力性であるパラメータ b は，九
州を除く全ての地域および全ての期間でプラスの
値である。Table.3.1. から全ての観測地域，観測
時 点 の 平 均 で あ る b の 値 は 0.004 で あ り，
COVID-19 の新規感染者数は，ドラッグストア
の販売額へポジティブな影響を与えていることが
分かった。
　感染症の拡大に伴って，医薬品の販売をコアビ
ジネスとするドラッグストアの販売額が増加する
ことは，直感的にも理解できる結果である。九州
については，2020 年 3，11，12 月はプラス値で
あるが，それ以外の期間はマイナス値となった。
九州については，集計した鹿児島など都道府県単
位でデータが一部欠落した部分があり，その影響
が出た可能性がある。したがって，九州について
はここでは評価は行わない。
　Table.3.5. からパラメータ bk［n］，bl［t］の標準
偏差を見ると，パラメータ bk［n］，bl［t］について
はほとんど 0 であり，観測時点，観測地域でのパ
ラメータ b の変動はほとんど認められない。つま
り，COVID-19 の新規感染者数が，ドラッグス
トアの販売額へ与える影響は，観測時点や観測地
域でほとんど変動はなく，ほぼ一定でポジティブ
である。また，パラメータ log_ak［n］，log_al［t］
の標準偏差はそれぞれ 0.38，0.05 であり，水準成
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分については地域による変動が大きく，特に沖縄
の log_a の値が低くなっている。

　3.3.5　ホームセンターの分析結果
　最後に，Fig.3.1.，Table.3.6.，Fig.3.3. 〜 3.10. か
らホームセンターの分析結果について検証する。
なお，ホームセンターの販売額データについては，
沖縄のデータが分析期間の内 6 ヶ月分欠落してい
ることから，分析対象から沖縄は除外した 15）。
COVID-19 の新規感染者数のホームセンターの
販売額に対する弾力性であるパラメータ b は，ほ
とんどの地域で 2020 年 3 〜 6 月はマイナス値で
あったが，2020 年 7 月〜 2021 年 6 月は，プラス
の値に転じている。また，分析期間の終点である
2021 年 6 月に近づくほど，パラメータ b の数値
は大きくなる傾向である。
　つまり COVID-19 の新規感染者数によるホー
ムセンターの販売額への影響は，2020 年 3 〜 6
月はネガティブであったが，その後は一部の地域
と期間を除いてポジティブとなり，また直近に近
づくに従いポジティブな影響が大きくなっている。
これは家電大型専門店と同様の傾向を示しており，
いわゆる巣篭もり需要の拡大によるものであると
考えられる。Table.3.1. から，全ての観測地域，
観測時点の平均である b の値は 0.0094 であり，
COVID-19 の新規感染者数は，ドラッグストア
の販売額へポジティブな影響を与えていることが
分かった。
　Table.3.6. からパラメータ bk［n］，bl［t］の標準
偏 差 を 見 る と bk［n］＜ bl［t］で あ り， ま た
Fig.3.3. から，b の値は時間経過とともに緩やか
に大きくなる傾向が見られる。パンデミック当初
はマイナス値であったパラメータ b の値が，プラ
ス値に転じて上昇傾向になっていることも確認で
きる。bk［n］の標準偏差はほぼ 0 であり，地域間
でのパラメータ b の変動は小さい。つまり，
COVID-19 の新規感染者数がホームセンターの
販売額へ与える影響は，地域ではほとんど変動は
なくほぼ一定である。一方，水準成分であるパラ
メータ log_ak［n］，log_al［t］の標準偏差はそれぞ
れ 0.16，0.15 であり，水準成分については，観測

時点や観測地域で若干の変動があることが分かっ
た。

4.　お わ り に

　本稿では，COVID-19 の新規感染者数が小売
販売額へ与える影響について，独自に構築した階
層ベイズモデルによって，観測地域別，観測時点
別に分析を進めた。また，分析対象として百貨
店・スーパー，コンビニエンスストア，家電大型
専門店，ドラッグストア，ホームセンターの５つ
の業態を取り上げ，それぞれの業態の特性によっ
て COVID-19 の新規感染者数の影響がどのよう
に異なるのかを検証した。
　その結果，COVID-19 の新規感染者数がそれ
ぞれの業態の販売額へ与える影響は，百貨店・
スーパーについては，分析期間を通してほとんど
の地域でネガティブあるいはゼロ，コンビニエン
スストアについては分析期間を通してほとんどの
地域でネガティブであった。一方，大型家電専門
店，ホームセンターでは，COVID-19 の感染初
期においては，新規感染者数の影響はネガティブ
であったが，2020 年 7 月以降は，ほとんどの地
域でポジティブとなり，その後は分析期間の終点
である 2021 年 6 月に向かってポジティブな影響
は拡大した。これは，COVID-19 のパンデミッ
クに対応した政府や日銀による多様な政策によっ
て助成金の給付や金融緩和政策の継続があったこ
と，また度重なる緊急事態宣言やまん延防止等重
点措置の発出によって，在宅時間が増加し，いわ
ゆる巣篭もり需要が高まったことを反映する結果
といえよう。また，ドラッグストアについては，
COVID-19 の新規感染者数が販売額へ与える影
響は，分析期間を通して，ほぼ全ての地域でポジ
ティブであった。これは，医薬品の販売をコアビ
ジネスとしていることから容易に理解できる結果
である。
　以上のように，百貨店・スーパー，コンビニエ
ンスストアといった日常の生活に密着した業態で
は，COVID-19 の新規感染者数が販売額へ与え
る影響はネガティブなものであった。しかし，家

『和光経済』第 54 巻第 2・3号60



電大型専門店やホームセンターでは，COVID-19
の新規感染者数が販売額にポジティブな影響を与
えていることが分かった。これは，家電大型専門
店やホームセンターの取り扱う商品が，テレビや
家具といった巣篭もり需要に対応した商品やテレ
ワークに必要となる PC などの電気製品の取り扱
いが多いことが一因と考えられる。昨年来，国内
の小売販売額はほぼ横バイで推移しているが，今
回の分析結果が示すように COVID-19 のパンデ
ミック下において，小売の業態による販売額の二
極化が進んでいることが明らかになった。
　本稿では，観測地域別，観測時点別，さらには
業態別に，COVID-19 の新規感染者数が販売額
へ与える影響について検証することができた。こ
れは，階層ベイズモデルによって可能になったこ
とである。ベイズ統計を用いた分析は，伝統的な
統計学と比較して，分析に大きく手間と時間がか
かるが，その一方でモデルの拡張性があり，また
結果についての理解が容易である。本稿では，
COVID-19 の新規感染者数が小売販売額へ与え
る影響について分析したが，現在，厳しい状況に
ある飲食業や航空業，また雇用への影響について
も，検証を進めることを今後の課題としたい。

※ 本研究は JSPS 科研費 JP20K01948 の助成を受けた
ものである。

　 This work was supported by JSPS KAKENHI 
Grant Number JP20K01948

【注】
1） 分析では，一部のデータが欠落している 2020 年 1 月，2 月，

6 月を分析期間から除外している。
2） 分析対象の数値が極めて小さい数値の場合，対数を取るこ

とによって無限数となり，分析が困難となる場合がある。
3） 都道府県別の人口のデータとしては，総務省が公表してい

る人口推計（2019 年 10 月 1 日現在人口推計）を用いた。
4） COVID-19 の 1 ヶ月あたりの新規感染者数は，地域によっ

ては小さい数値となり，分析の際に対数をとると無限値と
なって分析ができない場合があるため，各地域ごとに人口
百万人あたりの新規感染者数としている。また，業態別の
小売の販売額も同様に人口百万人あたりに変換している。

5） Stan は，2012 年頃より，Andrew Gelman, Bob Carpenter, 
Daniel Lee, Ben Goodrich らを中心に，GitHub 上で開発が
進められている確率的プログラミング言語である。

6） 前提として何らかの事前分布を指定できない場合は，マイ
ナス無限大からプラス無限大までの幅の広い連続一様分布
を用いる。これを無情報事前分布という。

7） iter とは，乱数の発生個数のことである。収束のために必
要な回数が設定される。

8） 乱数発生の初期値の依存性を避けるために最初に発生した
乱数を切り捨てる必要がある。この切り捨てる期間のこと
をバーイン期間（warmup）という。

9） 発生させる乱数の自己相関を避けるために指定した回数だ
け乱数を発生させてその内の一つの乱数を選択する方法が
間引き（thin）である。この指定する回数を thin で設定す
る。

10） 収束を評価するために，MCMC による乱数生成を指定した
回数実施する。この回数をチェーン（chains）という。

11） 本 稿 で は，MCMC の 実 行 に，iter ＝ 20000, warmup ＝
2000, thin ＝ 1, chains ＝ 4 とした。したがって得られる乱
数の数 M は，以下のように計算される。

　　　M ＝（20000－2000）*4 ＝ 72000
12） Rhat は，MCMC が収束したかどうかを確認する指標の一

つであり，MCMC サンプルの分散からパラメータごとに算
出される。一般的に，この数値が 1.1 未満になると収束し
たとみなす。

13） Table.3.2. で注意したいのは，log_ak［n］，log_al［t］，bk［n］，
bl［t］は，それぞれの観測地域，観測時点ごとの確率分布か
ら計算した平均値であり，Table.3.2. の log_ak［n］と log_al

［t］および固定成分である log_a0 を単純に足し算しても，
log_a［t,n］とは一致しない。同様に bk［n］，bl［t］および b0
を単純に足し算しても，パラメータ b［t,n］とはならない。
各観測地域，各観測時点での確率分布から計算をしなけれ
ば，log_a［t,n］や b［t,n］の値とはならないことを確認してお
きたい。

14） ホームセンター以外の業態は，観測地域が 14，観測時点 15
であり各パラメータは 210，ホームセンターは沖縄を除く
観測地域が 13，観測時点 16 であり各パラメータは 208 に
なる。

15） ホームセンターを分析対象としたケースでは，沖縄のデー
タが 6 ヶ月欠落しており，分析から沖縄を除外した。この
ためホームセンターの分析対象地域は 13 となった。また，
これまで沖縄のデータが欠落していたため分析対象から除
外していた 2020 年 6 月を分析対象に含めて分析期間は
16 ヶ月とした。
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